
令和８年度

〒

T

個人番号は右詰で
記載してください。

特別徴収

記載済　　  ・　　  該当者なし

年間分　・　退職者分

令和 ７ 年 １ 月分　から　令和 ７ 年 １２ 月分　まで

総従業員数が2人以下

他事業所で特別徴収・乙欄

給与が少なく税額が引けない
（年間の給与支払額が103万円以下）

給与の支払いが不定期

事業専従者
（個人事業主のみ対象）
退職者又は退職予定者
（5月末日まで）

合計（Ｔ及び普A～Fの計）

8

普A

普B

普C

普D

普E

普F

人

人

人

人

人

人

人

人

人

氏名

電話

氏名

電話

※原則送付しますので不要な
場合のみ◯をつけてください。

〒

所属

JZ
01
0

（この普通徴収切替理由書は、右の総括表と切り離して仕切紙としてご使用ください。）

※ご注意ください。

令和８年度　普通徴収切替理由書 （兼仕切紙）

給与が少なく税額が引けない（年間の給与支払額が103万円以下）

給与の支払いが不定期（例：給与の支払いが毎月でない）

総従業員数が２人以下
（下記「普Ｂ」～「普Ｆ」に該当する全ての（他市区町村分を含む）従業員数を差し引いた人数）

他の事業所で特別徴収（乙欄該当者など）

事業専従者（個人事業主のみ対象）

退職者又は退職予定者（５月末日まで）

・普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄にも、該当する符号（普Ａ、普Ｂなど）を必ずご記入ください。
 （ただし、乙欄該当者と退職者（予定者含む）は所定の欄にその旨の記入があれば省略可能です。）
・普通徴収切替理由が特定できない（普通徴収切替理由書の提出がない、個人別明細書の摘要欄に符号の記載がない）
　場合や、普Ａ～普Ｆのいずれの理由にも該当しない場合は、特別徴収として取り扱いますのでご了承ください。
・ｅＬＴＡＸまたは光ディスク等で普通徴収の給与支払報告書を提出する場合は、普通徴収切替理由書の提出は
　不要ですが、普通徴収対象者欄にチェックをし、摘要欄に該当する符号を必ずご記入ください。
 （乙欄・退職の項目に記載があれば省略可能です。）
・総括表の「特別徴収できない受給者」の欄に記載した人数と一致していることを必ずご確認ください。

個人番号確認欄　　　　　確認者  （　　　　　　　　　）

申請者
□本人

□代理人

提出方法
□来庁

□郵送

番号確認書類
□個人番号カード

□通知カード

□住民票  □なし

身元確認書類
□個人番号カード

□運転免許証

□その他  □なし

代理権確認書類
□委任状

□税務代理権限証書

□その他  □なし

番号記載なし
□番号不明・記載拒否

□記載なし扱い

説明　□済  □未

（市役所使用欄）

事　業　者　名 

市区町村名 御殿場市 指　定　番　号

普通徴収として取り扱うべき給与受給者の人数と切替理由ごとの内訳は、以下のとおりです。

普Ｃ

普Ｄ

普Ａ

普Ｂ

普Ｅ

普Ｆ

符　号

人

人

人

人

普　通　徴　収　　　   合　計 人

人

人

普　通　徴　収　切　替　理　由 人　数

給与支払報告書（総括表）
御殿場市長  あて 令和　８ 年　  月　  日提出

指定番号

給与の支払期間

給与支払者の
所　 在　 地

フ  リ  ガ  ナ

個人事業主の場合は
屋号と事業主の氏名

給与支払者の
氏名又は名称

関与会計事務
所等の連絡先

特別徴収用納入書
不要

連　絡　先
及び担当者

所在地とは別の
住所に書類送付
を希望する場合

送　付　先

給与支払者の
個 人 番 号
又は法人番号
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い 
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者

中途就職等の理由により前職(他社)分の給与を
含んで年末調整をした人がいる場合、摘要欄に
その内容を記載済ですか。

※ 前職(他社)分の給与を含んで年末調整した場合は、摘要
　 欄に前職(他社)分の内訳等を必ず記載してください。
　 記載がないと税計算が正しくできないことがあります。

●印字されている内容に変更や訂正
　がある場合は、朱字で訂正してく
　ださい。
●令和８年１月20日（火）までの提出
　にご協力ください。

提　出　区　分

事　業　種　目

総  受  給  者  数

提出先市区町村数

追加 訂正



（この普通徴収切替理由書は、右の総括表と切り離して仕切紙としてご使用ください。）

※ご注意ください。

令和８年度　普通徴収切替理由書 （兼仕切紙）

・普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄にも、該当する符号（普Ａ、普Ｂなど）を必ずご記入ください。
 （ただし、乙欄該当者と退職者（予定者含む）は所定の欄にその旨の記入があれば省略可能です。）
・普通徴収切替理由が特定できない（普通徴収切替理由書の提出がない、個人別明細書の摘要欄に符号の記載がない）
　場合や、普Ａ～普Ｆのいずれの理由にも該当しない場合は、特別徴収として取り扱いますのでご了承ください。
・ｅＬＴＡＸまたは光ディスク等で普通徴収の給与支払報告書を提出する場合は、普通徴収切替理由書の提出は
　不要ですが、普通徴収対象者欄にチェックをし、摘要欄に該当する符号を必ずご記入ください。
 （乙欄・退職の項目に記載があれば省略可能です。）
・総括表の「特別徴収できない受給者」の欄に記載した人数と一致していることを必ずご確認ください。
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退職者又は退職予定者（５月末日まで）

事　業　者　名 

市区町村名 御殿場市 指　定　番　号

普通徴収として取り扱うべき給与受給者の人数と切替理由ごとの内訳は、以下のとおりです。
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人
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※原則送付しますので不要な
場合のみ◯をつけてください。
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個人番号確認欄　　　　　確認者  （　　　　　　　　　）

申請者
□本人

□代理人

提出方法
□来庁

□郵送

番号確認書類
□個人番号カード

□通知カード

□住民票  □なし

身元確認書類
□個人番号カード

□運転免許証

□その他  □なし

代理権確認書類
□委任状

□税務代理権限証書

□その他  □なし

番号記載なし
□番号不明・記載拒否

□記載なし扱い

説明　□済  □未

（市役所使用欄）

給与支払報告書（総括表）
御殿場市長  あて 令和　　 年　  月　  日提出

指定番号

給与の支払期間

給与支払者の
所　 在　 地

フ  リ  ガ  ナ

個人事業主の場合は
屋号と事業主の氏名

給与支払者の
氏名又は名称

関与会計事務
所等の連絡先

特別徴収用納入書
不要

連　絡　先
及び担当者

所在地とは別の
住所に書類送付
を希望する場合

送　付　先

給与支払者の
個 人 番 号
又は法人番号
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中途就職等の理由により前職(他社)分の給与を
含んで年末調整をした人がいる場合、摘要欄に
その内容を記載済ですか。

※ 前職(他社)分の給与を含んで年末調整した場合は、摘要
　 欄に前職(他社)分の内訳等を必ず記載してください。
　 記載がないと税計算が正しくできないことがあります。

●印字されている内容に変更や訂正
　がある場合は、朱字で訂正してく
　ださい。
●令和８年１月20日（火）までの提出
　にご協力ください。

提　出　区　分

事　業　種　目

総  受  給  者  数

提出先市区町村数

追加 訂正
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御殿場振興（株）

静岡県御殿場市
　　 萩原483番地

412-8601

人事課　経理係

サービス業
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みくりや　太郎
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御殿場振興（株）
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下の注意事項をご確認のうえ、
普通徴収として取り扱うべき
給与受給者の人数を切替理由
ごとにご記入ください。

普通徴収の場合は、該当する
符号をご記入ください。
退職予定者は、退職予定日を
摘要欄に記入してください。

・太枠内は必ずご記入ください。
・①について、個人事業主の場合は事業主の個人番号を、法人等の場合は法人番号をご記入ください。
・②について、市からの内容照会に対応ができる方をご記入ください。
・③の「特別徴収できない受給者」の欄は、普通徴収切替理由書（兼仕切紙）に記載した人数をご記入ください。
・④について、前職(他社)分の給与を含んで年末調整した人がいる場合は、個人別明細書の摘要欄に前職(他社)の
　事業者名、支払金額、社会保険料、源泉徴収税額をご記載のうえ、「記載済」に○をつけてください。
・同封のご案内「給与支払報告書の提出について」をお読みいただき、ご記入・ご提出をお願いします。

点線○印内に退職年月日の
記入がある場合は、摘要欄へ
の符号記入は省略できます。

記入例 《普通徴収切替理由書》 記入例 《総括表》

記入例 《個人別明細書（抜粋）》


